
 

 

条例の概要 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅴ 基本的施策 (第８条-第 14 条) 

①振興計画 (第８条) 

〇小規模企業の振興に関する施策を総合的かつ計画
的に推進するための計画を策定 

〇策定時又は変更時に小規模企業の意見を反映・議
会への報告・公表 

〇施策の効果に関する評価を踏まえ、おおむね５年
ごとに計画の見直し 

②需要に応じた商品等の提供の促進 (第９条) 

〇県は、小規模企業の多様な需要に応じた商品又は
役務の提供を促進するため、商談会、展示会その他
これらに類するものの開催の促進、情報通信技術
の活用に関する情報提供等 

 
 

③新事業の創出及び事業転換 (第 10 条) 

〇小規模企業が新事業の創出や事業転換を図り、そ
の事業の展開を図ることができるよう、経営に関
する助言、情報提供、円滑な資金調達に資する支
援等 

④創業の促進等 (第 11 条) 

〇小規模企業の創業に関し、情報提供、支援体制整
備、円滑な資金調達に資する支援等 

〇事業承継又は廃止の円滑化のため、意識醸成や情
報提供、相談体制整備、円滑な資金調達に資する
支援等 

〇創業や事業承継又は廃止に関する施策相互の連
携・効果的な促進 

〇事業の整理及び再生について配慮し、総合的な相
談体制の整備 

⑤災害時における事業継続の支援 (第 12 条) 

〇災害等が発生した際、小規模企業の事業継続のた
めの情報提供、相談体制整備、円滑な資金調達に資
する支援等 

⑥人材の育成及び確保 (第 13 条) 

〇小規模企業の事業活動に有用な能力の向上、創業
や事業譲渡を行う者への技能等の継承の支援等 

 

⑦地域経済の活性化に資する事業の推進 (第 14 条) 

〇県内各地域の経済活動の活性化や商品等の提供、
県民の交流の機会の充実に資するものを推進する
ための情報提供等 

Ⅵ その他 

(第 15 条-第 20 条) 

 

〇手続に係る負担軽減 〇市町村に対する支援等 〇調査  

〇年次報告      〇支援体制の整備    〇財政上の措置 

Ⅰ 目 的 

(第１条) 

 Ⅱ 定 義 

(第２条) 

 

Ⅲ 基本理念 

(第３条) 

 

〇小規模企業の振興に関する施策の基本事項を定める 

〇小規模企業の振興に関する施策を総合的に推進 

〇本県経済や地域社会の持続的な発展、県民生活の向上の実現 

〇小規模企業：中小企業基本法第２条第５項に規定する小規模企業者 

〇小規模企業関係団体：商工会、商工会議所その他の小規模企業に関係する団体 

〇小規模企業の振興は、次の３つの考え方を柱として推進 

①小規模企業の本県経済及び地域社会における重要性を認識し、その事業の持続的
な発展を図ること 

②小規模企業が自主性を発揮できるように配慮し、多様な主体との連携・協力を推
進すること 

③小規模企業の経営規模や形態を踏まえ、その経営資源の有効な活用、活力の向上、
円滑かつ着実な事業の運営が確保されること 

〇県の責務と関係者の役割を明確化(国、市町村、小規模企業関係団体、県民) 

〇関係者との連携等(適切な役割分担、相互に連携及び協力) 

Ⅳ 県の責務と
関係者の役割 

(第４条-第７条) 

 


